
表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律の概要

旧土地台帳制度下における所有者欄の氏名・住所の変則的な記載が，昭和35年以降の土地台帳と不動産登記簿との一元
化作業後も引き継がれたことにより，表題部所有者（※）欄の氏名・住所が正常に記録されていない登記となっている土地（表

題部所有者不明土地）となり，それがそのまま解消されていない土地が全国に多数存在（全国約５０万筆調査の結果，約１％存在）
（平成２９年９月～平成３０年５月調査）

（※）表題部所有者とは･･･所有権の登記（権利部）がない不動産について，登記記録の表題部に記録される所有者をいう。
当事者の申請により所有権の登記がされると，表題部所有者に関する登記事項は抹消される。

（例）

① 住所の記載がない土地（単有・共有）

「Ａ」

② 字持地

「大字○○」

③ 記名共有地

「Ａ外○名」 等

①85％

②11％
③４％

種類別の内訳

墓地，山林，畑等

第１ 表題部所有者不明土地とは

1

１ 土地の登記記録（登記簿）の編成
⑴ 土地表題登記 → 表題部を編成し，所有者欄に所有者の住所及び氏名を記録
⑵ 所有権保存登記 → 権利部を編成し，甲区欄に所有者の住所及び氏名を登記事項とする所有権保存を登記

２ 土地台帳と不動産登記簿との一元化作業
⑴ 一元化作業前 → 不動産の表示に関する事項は台帳が管理，不動産の権利に関する事項は登記簿が管理
⑵ 一元化作業 → 不動産登記簿の表題部の新設・改製作業
ア 登記簿のある不動産 表題部の登記事項について台帳と照合した上で，表題部を改製
イ 登記簿のない不動産 台帳に基づき表題部を新設

台帳に記載された所有者を転記



対象土地の選定

● 表題部所有者不明土
地の解消を実施する地
域の選定

● 特定された所有者等を表題部所有者とする登記

登記官による所有者等の特定（第14条）

＜ 登記の例 ＞
① 「Ａ」 → 「住所 Ａ」
② 「大字○○」 → 「○○市」
③ 「Ａ外２名」 → 「住所 持分△ Ａ

住所 持分△ Ｂ
住所 持分△ Ｃ」

登記官による表題部所有者の登記
（第15条・第16条）

● 所有者等を特定することができた場合

１ 特定された所有者
住所 ○○県・・・ 氏名 法務太郎

２ 特定の理由
～の資料（及び所有者等探索委員の意見）を踏まえ，
対象土地の所有者を○○に特定した。

３ 調査した資料
戸除籍謄本，各種台帳・・・

● 所有者等の探索を行う
表題部所有者不明土地
の選定

● 例外的に，表題部所有者として登記すべき者がないときは，そ
の旨及びその理由（所有者等が特定できなかったこと等）を登記

※ 所有者等の特定に関する記録を作成し，登記所に備え付け

所有者等(※)の探索の開始
（第３条）

登記官による調査（第４条～
第８条，第17条・第18条）

所有者等探索委員(※)による
調査（第９条～第13条）

●利害関係人による意見等の
提出

●各種台帳(旧土地台帳，
戸除籍謄本等)の調査，
実地調査，占有者・関係者
からの聞き取り調査

● 立入調査
● 地方公共団体等に対する
情報提供の求め

● 各種台帳の調査
● 占有者・関係者から
の聞き取り

● 実地調査等

所有者等探索委員として
の意見を報告

※所有者等探索委員
…必要な知識・経験を有する者か
ら任命

● 職権で所有者等の探
索を開始

● 探索を開始する旨を公
告

必要な場合
に指定

所有者等を特定することが
できなかった表題部所有者不
明土地等の管理（第19条～
第30条）

※所有者等の探索を行った結果，法
人でない社団等に帰属していること
が判明したものの，その全ての構成
員を特定することができず，又はそ
の所在が明らかでない表題部所有者
不明土地についても，同様の措置を
講ずる。

所有者等の探索を行った結果，所有者等を特定することができ
なかった表題部所有者不明土地（所有者等特定不能土地）につい
ては，裁判所の選任した管理者による管理を可能とする（※）。
○当該土地の繁茂した草木の伐採の許可
○当該土地の買取りに応ずる権限⇒売却代金は所有者のために供託

（供託金が時効消滅した後は，国庫に帰属）

※所有者等
現在又は過去の
所有者(又は共有
者)
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第２ 手続の流れ



考慮すべき要素

法務局における選定

地方公共団体からの要望を踏まえた選定

⑴ 土地の利用の現況及び自然的社会的条件
ア 自然災害等による被害からの復興作業を行う必要性
イ 自然災害等による被害の発生が予想される地域（防災・減災）
ウ 土地の利用又は調査の実施計画地域
エ 地域の実情を知る者が乏しくなることが想定される地域

⑵ 分布状況
字単位の対象土地が多い地域
法務局から各市町村に情報提供済み

３

第３ 対象土地の選定

地方公共団体からの要望を踏まえて毎年１６０筆程度を選定

※ 換地処分実施地区内の土地は，原則対象外となる。
換地処分により土地に対する所有権を原始的に取得

土地改良区・区画整理組合等による処分行為
換地処分当時の所有状況等が不明
→ 従前地の所有状況等の調査は困難



表題部所有者不明土地解消作業による成果

□ 表題部所有者不明土地解消作業の実例

道路整備事業を実施予定地区の一部（ため池）に，表題部所有者欄が「共有地」となっている土地（表題部所有者不明土地）があり，市からの要望に基
づき，法務局による解消作業を実施。

（解消前の表題部所有者は「共有地」）

→表題部所有者登記後，市による用地取得が行われた。
現在は道路整備事業が実施されている。

○表題部所有者の調査
・法務局が保有する資料の調査（登記簿・旧土地台帳・地図・和紙公図等）
・市町村が保有する資料の調査（過去の地籍調査資料・土地家屋課税台帳・地縁団体台帳・
ため池台帳等）

・土地の占有者・使用者からの聞き取り調査
・地縁団体の現代表者からの聞き取り，保有資産台帳等の調査
→これらの調査結果から表題部所有者が「○○区」（認可地縁団体）であることを確認

○調査結果を踏まえ，所有者特定書の作成

（他の活用事例を随時提供してください！）

表題部所有者不明土地
（ため池）

赤 線：表題部所有者不明土地
青点線：道路整備事業地区

□ 表題部所有者不明土地解消作業
（※飽くまで今回の事案における例であり，実際は事案ごとの状況により異なる。）

□ 表題部所有者の登記

（重要）市の全面的な協力もあり，表題部所有者特定までの期間は約３か月であった。

○（参考）仮に「表題部所有者として登記すべき者がない」旨の登記であった場合どうなるのか？
① 裁判所は，利害関係人である市の申し立てにより，特定不能土地等管理者を選任する。
② 市は，特定不能土地等管理人との間で土地取引をし，用地を取得する。一方，特定不能土地等管理人は，売買代金を供託所へ供託する。 ４


